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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第82期

第２四半期
連結累計期間

第83期
第２四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日

至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日

売上高 （百万円） 74,619 87,186 146,348

経常利益 （百万円） 2,141 4,104 3,996

四半期（当期）純利益 （百万円） 845 2,793 1,358

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,335 6,384 5,224

純資産額 （百万円） 22,656 31,809 26,579

総資産額 （百万円） 80,780 99,510 86,463

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 22.20 73.77 35.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － 73.60 －

自己資本比率 （％） 25.0 27.9 27.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 4,814 6,410 9,634

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △6,182 △6,159 △12,990

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △358 185 3,008

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 937 3,854 2,642

　

回次
第82期

第２四半期
連結会計期間

第83期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日

至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △1.80 45.68

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第82期第２四半期連結累計期間及び第82期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額

については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　
(1)  業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国では増税や歳出の強制削減といった財政問題が

懸念されながらも企業活動には回復の兆しが認められ、また欧州においてはユーロ圏の実質GDPがプラ

ス成長となり、緩やかな回復傾向がみられました。中国では在庫調整の長期化等から、景気は弱含みの

まま緩やかな減速が続きました。我が国においては、政権交代による経済政策によって景気は緩やかに

持ち直しており、公共投資の増加や海外経済の回復及び円安傾向を受けた輸出の回復により今後も着実

な景気拡大が続くとみられています。

当社グループの関連する自動車業界では、米国市場の販売は堅調で良好な需要環境が続いております

が、欧州市場では需要減少ペースが減速しつつあるものの、依然として底を打つまでには至っておりま

せん。また、国内市場では新車販売台数が前年実績を下回る中で軽自動車は底堅い需要状況が続いてお

り、今後は消費税率引き上げの影響による駆け込み需要が発生する可能性があるものと予想しておりま

す。

このような経営環境の中で、当社グループではグローバルな自動車内装部品メーカーとしての地位を

確立すべく、品質の確保、生産性向上と原価低減活動の推進、製品開発力・技術力の強化を図り、海外

を含む事業展開を積極的に進めております。

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は871億86百万円と前年同四半期に比べ125億67

百万円の増収（+16.8％）、営業利益は36億60百万円と前年同四半期に比べ15億91百万円の増益

（+77.0％）、経常利益は41億４百万円と前年同四半期に比べ19億62百万円の増益（+91.7％）、四半期

純利益は27億93百万円と前年同四半期比19億47百万円の増益（+230.2％）となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

国内市場の長期的な販売低迷の影響を受けて、売上高は265億33百万円と前年同四半期比24億45百万

円の減収（△8.4％）となり、セグメント利益は４億円と前年同四半期比７億84百万円の減益（△

66.2％）となりました。

（北米）

主要得意先の新車投入と堅調な経済効果もあって、売上高は424億55百万円と前年同四半期比103億33

百万円の増収（+32.2％）となり、セグメント利益は３億88百万円（前年同四半期は10億３百万円のセ

グメント損失）となりました。

（欧州）

主要得意先の底堅い販売動向から、売上高は75億15百万円と前年同四半期比17億37百万円の増収

（+30.1％）となり、セグメント利益は７億75百万円と前年同四半期比１億41百万円の増益（+22.4％）

となりました。
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（アジア）

主要得意先の中国・アセアン市場での販売状況から、売上高は106億83百万円と前年同四半期比29億

40百万円の増収（+38.0％）となり、セグメント利益は22億52百万円と前年同四半期比８億円の増益

（+55.1％）となりました。

　
(2)  キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、38億54百万円と

前年同四半期比29億17百万円の増加（+311.3％）となりました。

なお、当四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、営業活動で獲得した資金は64億10百万円（+33.1％）となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純利益47億76百万円、減価償却費34億12百万円、売上債権の増

加による減少額29億26百万円、たな卸資産の減少による増加額10億88百万円によるものであります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、投資活動で使用した資金は61億59百万円（△0.4％）となりま

した。これは主に有形固定資産の取得による支出75億16百万円、有形固定資産の売却による収入11億２

百万円によるものであります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、財務活動で獲得した資金は１億85百万円（前年同四半期は３億

58百万円の資金を使用）となりました。これは主に長期借入れによる収入59億31百万円、長期借入金の

返済による支出34億９百万円、リース債務の返済による支出８億９百万円によるものであります。

　
(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

また、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　
会社の支配に関する基本方針

① 当社グループのめざすべきもの

当社は昭和21年に事業を開始して以来、自動車産業の発展と共に技術開発や生産システム作り、人材開

発に積極的に取り組み、自動車内装部品の研究開発、製造、販売におけるトップメーカーとしての地位

を築いてまいりました。

当社グループは長期ビジョンとして「エクセレントカンパニーの確立」の理念のもと、グローバル市

場における自動車内装部品企業としての地位を確立すべく、製品開発力・技術力の強化を図り、海外を

含む取引先への拡販を積極的に進めております。

これら高い技術と共に、最高の品質と価格競争力をもった製品をグローバルに供給することによっ

て、取引先に満足していただくとともに、環境への影響を十分配慮した製品造りを通じて、社会に貢献

できる収益力ある企業であることが、当社グループのめざすべきものと考えております。

創業以来培ってきた高い志に基づく経営理念、品質、技術、そして企業文化を共有する人材という有

形無形の財産が、当社グループを継続的に発展、ひいては、広く社会から信頼される企業へと導き、企

業価値・株主共同の利益確保・向上を可能にするものと考えております。

② 基本方針

当社は上場会社である以上、原則として、株主は株式の自由な取引を通じて決まるものであり、当社

自身の判断で定めるべきではないと考えております。従いまして、大規模買付行為の提案に応じるか否

かについても、あくまで、最終的には個々の株主の意思に基づき行われるべきものと考えております。
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また、大規模買付行為が提案された場合、当社グループの企業価値に与える影響、大規模買付行為の

目的や買付後の経営方針等の情報が十分に株主に提供されるとともに、適切に判断する為の時間が十分

確保されるべきであると考えております。

株主の大規模買付行為を行う者の中には、短期的利益を獲得することのみを目的とする者もおり、当

社グループの企業価値・株主共同の利益を毀損させる恐れが生じることもあり得ます。大規模買付行為

により当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配するということは、すなわち、当社グループの

経営理念、企業文化、或いは将来のビジョンを理解し、企業価値・株主共同の利益の向上と社会的貢献

に継続的に取り組む責務を有するものであると考えておりますが、このようなことを理解せず、当社グ

ループの企業価値・株主共同の利益を毀損させるような大規模買付行為を行う者は、当社グループの財

務及び事業の方針を支配するものとして不適切であると考えております。

③ 企業価値・株主共同の利益向上への取り組み

当社グループでは、企業価値・株主共同の利益向上への取り組みとして、以下の通り、中期経営計画

に基づく各施策と、コーポレート・ガバナンスの枠組みに基づく透明性の高い企業運営を行っておりま

す。

イ) 中期経営計画に基づく取り組み

当社グループは「エクセレントカンパニー」という理念のもと、グローバル市場での自動車内装部

品企業としての地位を確立すべく、中長期の計画を策定し、企業価値向上の為の諸施策を実施してお

ります。

ロ) コーポレート・ガバナンスの取り組み

当社グループは、法令等を遵守し、事業等に関するリスクをコントロールしつつ、自律型・高収益

企業としての地位を確立することをめざしております。その為のコーポレート・ガバナンスの取り組

みとして、取締役会を月１回以上開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項及び経営に関する

重要事項を決定することにしている他、監査役制度を採用し、取締役の職務執行並びに国内外の当社

グループ会社の業務内容や財務状況の監視を行っております。また、執行役員制度を導入しており、

業務執行に係る重要事項を役員会において審議、決定する体制をとっております。関連規定を定め、

法令等に沿った適時開示を行う体制を整備している他、投資家向け説明会を通して、当社グループの

取り組みを直接投資家に説明することや、当社ホームページに最新の企業情報を開示することで、透

明性の高い経営をめざしております。

④ 基本方針に照らして不適切な者によって当社グループの財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取り組み

イ) 本対応方針の目的

当社は上場企業として当社株式の自由な売買を認めるべきであるとの考えから、ある特定の者から

大規模買付の提案がなされた場合、これを一概に否定するものではなく、あくまで個々の株主により

最終的に判断されるべきものと考えております。当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配す

る者を、当社自身が判断するということは考えておりません。

しかしながら、大規模買付の提案の中には、当社グループの本源的価値を適切に反映していない恐

れがあるものや、株主、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーの皆様との中長期的な良好

な関係が損なわれる恐れのあるものが無いとは言い切れません。また、当社グループの財務及び事業

の方針を支配する者は、当社グループの経営理念、企業文化、或いは将来のビジョンを理解・実践

し、企業価値・株主共同の利益の向上と社会的貢献に継続的に取り組む責務を有するものであること

を理解しない者が現れないとも限りません。

従いまして、不適切な者によって当社グループの財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する為にも、大規模買付行為がなされた場合には、それに応じるか否かを個々の株主が判断する為

の情報と時間を確保すること、当社の取締役会が株主の皆様に代替案を提示する為の情報と時間を確

保すること、そして透明性を確保する為に、大規模買付者からの情報、提案、当社取締役会からの意

見、提案を全て速やかに開示すること、等を大規模買付ルールとして制定することにより、個々の株

主が適切な判断を行える体制を整えることといたしました。

ロ) 大規模買付行為の定義

次のａ若しくはｂのいずれかに該当する行為（ただし、予め当社取締役会が承認したものを除き、

また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません）、またはその可能性のある行為

を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。
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ａ．当社が発行する株券等（※注１）に関する大規模買付者の株券等保有割合（※注２）が20％以上

となる当社株券等の買付行為。

ｂ．当社が発行する株券等（※注１）に関する大規模買付者、及びその特別関係者（※注３）の株券

等保有割合（※注４）の合計が20％以上となる当社株券等の買付行為。

（※注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株式等をいう。

（※注２）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいう。

（※注３）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいう。

（※注４）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいう。

ハ) 大規模買付ルールの制定

ａ. 意向表明書の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず、当社取締役社長宛に、本件大規

模買付ルールを遵守する旨の誓約文書等を記載した意向表明書をご提出いただくこととします。こ

の意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、（国内）連絡先及び

提案する大規模買付行為の概要を明示していただきます。

なお、当社の取締役会は、大規模買付者から意向表明書を受領したことについて、速やかに情報

開示を行います。

ｂ. 大規模買付者に対する情報提供要求

当社が上記意向表明書を受領して10営業日以内に、株主の皆様の判断及び取締役会としての意見

形成の為、当社取締役社長宛に提供していただく情報（以下「大規模買付情報」といいます）のリ

ストを大規模買付者に交付します。その項目の一部は以下の通りです。

1) 大規模買付者（組合・ファンドの場合は組合員、その他構成員を含みます）及びそのグループの

概要（具体的名称、資本構成、財務内容等を含みます）。

2) 大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の価格・種類・買付の時期、関連する取引の仕

組み、買付方法の適法性、買付実行の蓋然性等を含みます）。

3) 買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報等）、及

び買付資金の裏付け（実質的提供者を含む資金の提供者の具体的名前、調達方法、関連する取引

の内容を含みます）。

4) 大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針、事業計画、配当政策、財政政策、資本政策、資

産活用等（当社に対し重要提案行為等を行う予定がある場合は、その具体的内容を含みます）。

5) 買付後の社員、取引先、顧客、その他の利害関係者の処遇方針。

6) 買付後の少数株主との利益相反回避策。

7) その他取締役会が合理的に必要と判断する情報。

ｃ. 大規模買付者情報の追加提供と情報開示について

当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実及び提供された大規模買付情報について、

株主の皆様の判断の為に必要と認められる場合には、適切と判断する時点でその全部、若しくは一

部を開示するものといたします。

また、当初提供いただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると考えられる場合、

十分な大規模買付情報が揃うまで追加的に情報提供をしていただくことがあります。この場合は、

当社取締役会は、大規模買付者に対し、適宜回答期限を定めた上で、当社取締役会が追加で必要と

する情報及び必要な理由を通知するものとします。

ｄ. 評価期間

当社取締役会が十分な情報提供を受けたと判断した場合、60日（対価を円貨の現金のみとする公

開買付による全株式の買付の場合）、または90日（上記以外の大規模買付行為の場合）を取締役会

による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案の為の期間（以下「取締役会評価期間」といいま

す）として与えられるべきものと考えます。取締役会評価期間中、取締役会はフィナンシャルアド

バイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント、その他社外の専門家等の助言を受けながら、取

締役会としての意見を慎重に取りまとめ、一般に公開いたします。また、取締役会が必要と判断し

た場合には、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件の変更について交渉し、取締役会

として株主の皆様に代替案を提示することもあります。大規模買付行為は、係る取締役会評価期間

の経過後にのみ開始されるべきものといたします。
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ニ) 大規模買付ルールが遵守されない場合の対応

当社の大規模買付ルールにつきましては、当社における手続きの透明性・客観性を高め、個々の株

主が適切な判断を行えるよう十分な情報を入手できる体制を整えることを目的としており、新株予約

権や新株の割当を用いた具体的な買収防衛策について定めるものではありません。

かかる大規模買付ルールが遵守されず、大規模買付行為がなされた場合、この手続き違反の事実の

みをもって直ちに新株予約権や新株の割当といった具体的な対抗処置を実施する予定はございません

が、善管注意義務を負う受託者として、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資

するよう、適切に対処していく所存であります。

ホ) 大規模買付ルールが遵守された場合であっても、大規模買付行為が当社グループの企業価値及び株主

共同の利益の確保・向上に反すると認められる場合の対応

以下ａ.からｈ.の類型に該当すると認められ、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に

反すると当社取締役会が判断する場合には、当社取締役会は、適切な時点においてその判断を公開

し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するよう、適切に対処していく所存でありま

す。

ａ．真に当社グループの経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ、株価を吊り上げて高値で

株式を当社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合（グリー

ンメーラー）。

ｂ．当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの事業経営上必要な知的財産権、ノウハ

ウ、企業秘密、主要顧客等をそのグループ会社に委譲させることを目的で当社株式の買付を行っ

ていると判断される場合。

ｃ．当社グループの経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の

担保や弁済原資として、不当に流用する目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合。

ｄ．当社グループの経営を一時的に支配して、当社グループの不動産や有価証券等の高額資産を売却

処分させ、その処分益をもって一時的な高配当をさせるなどで株価の急上昇を狙い、当社の株式

を売り抜ける目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合。

ｅ．大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、株主の判断の機会または自由を制約し、事実

上、株主に当社株式の売却を強要する恐れがあると判断される場合。

ｆ．大規模買付者による支配権取得により、株主、取引先、従業員等の当社グループステークホル

ダーの利益を含む当社グループの企業価値が著しく毀損すると予想されたり、当社グループの企

業価値の維持及び向上を著しく妨げる恐れがあると合理的な根拠をもって判断される場合。

ｇ．大規模買付者の経営陣または主要株主に反社会勢力と関係する者が含まれている場合など、大規

模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断される場合。

ｈ．その他、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上に明らかに反すると認められる

場合。

⑤ 大規模買付ルールの改廃等

大規模買付ルールにつきましては、平成23年４月１日より発効することとし、有効期間は３年間とい

たします。ただし、当社は、有効期間中であっても、当該ルールについて随時再検討を行い、見直しす

ることがあるものといたします。

　
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は５億41百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 127,695,000

計 127,695,000

　

②【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数 (株)

(平成25年９月30日)

提出日現在発行数 (株)

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内  容

普通株式 39,511,728 39,511,728
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株
であります。

計 39,511,728 39,511,728 ― ―

（注）提出日現在発行数には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は、含まれておりません。

　
　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成25年９月30日 － 39,511,728 － 5,821 － 1,455
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(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町５－１ 5,404 13.68

 日本トラスティ・サービ
ス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,674 6.77

 株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,825 4.62

 株式会社タチエス 東京都昭島市松原町３丁目３－７ 1,692 4.28

 河西工業取引先持株会 神奈川県高座郡寒川町宮山3316 1,597 4.04

 ゴールドマンサックスイ
ンターナショナル
(常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券株式会
社)

Peterborough Court, 133 Fleet Street,London EC4A 2BB UK
(東京都港区六本木６丁目10－１)

1,543 3.91

 株式会社横浜銀行
(常任代理人 資産管理
サービス信託銀行株式会
社)

神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12)

1,276 3.23

 株式会社みずほ銀行
(常任代理人 資産管理
サービス信託銀行株式会
社)

東京都千代田区丸の内１丁目３－３
(東京都中央区晴海１丁目８－12)

921 2.33

 株式会社ヨロズ 神奈川県横浜市港北区樽町３丁目７－60 917 2.32

 株式会社損害保険ジャパ
ン

東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 871 2.20

計 ― 18,721 47.38

（注）上記の他に当社が自己保有株式として所有している株式が2,282千株あり、発行済株式総数に対する

所有自己株式の割合は5.78％であります。

　
(7) 【議決権の状況】

　
①【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－
単元株式数

1,000株 普通株式 2,282,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,144,000 37,144 －

単元未満株式 普通株式 85,728 － －

発行済株式総数 　 39,511,728 － －

総株主の議決権 　 － 37,144 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式15,000株（議決

権15個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式390株が含まれております。
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②【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 神奈川県高座郡 　 　 　 　

河西工業株式会社 寒川町宮山3316 2,282,000 － 2,282,000 5.78

計 － 2,282,000 － 2,282,000 5.78

　
　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,642 3,854

受取手形及び売掛金 19,419 23,686

製品 848 858

仕掛品 6,218 6,270

原材料及び貯蔵品 4,952 4,907

その他 3,978 4,660

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 38,059 44,237

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 27,528 30,072

減価償却累計額 △15,248 △16,283

減損損失累計額 △259 △259

建物及び構築物（純額） 12,020 13,529

機械装置及び運搬具 42,629 47,481

減価償却累計額 △30,623 △33,481

減損損失累計額 △13 △14

機械装置及び運搬具（純額） 11,991 13,984

工具、器具及び備品 20,203 21,755

減価償却累計額 △15,981 △16,703

減損損失累計額 △1 △1

工具、器具及び備品（純額） 4,220 5,051

土地 5,753 6,132

建設仮勘定 4,778 6,411

有形固定資産合計 38,763 45,109

無形固定資産

のれん 1,406 1,435

その他 850 709

無形固定資産合計 2,257 2,144

投資その他の資産

投資有価証券 6,281 6,664

その他 1,109 1,360

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 7,383 8,018

固定資産合計 48,403 55,273

資産合計 86,463 99,510
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,690 19,927

短期借入金 14,135 15,330

未払法人税等 670 788

賞与引当金 767 1,092

その他 8,496 8,213

流動負債合計 40,760 45,352

固定負債

長期借入金 15,159 17,840

退職給付引当金 2,601 2,418

その他 1,360 2,089

固定負債合計 19,122 22,348

負債合計 59,883 67,701

純資産の部

株主資本

資本金 5,821 5,821

資本剰余金 5,162 5,165

利益剰余金 16,272 18,722

自己株式 △456 △961

株主資本合計 26,799 28,748

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,936 2,035

為替換算調整勘定 △5,348 △3,037

その他の包括利益累計額合計 △3,411 △1,001

新株予約権 79 95

少数株主持分 3,112 3,967

純資産合計 26,579 31,809

負債純資産合計 86,463 99,510
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 74,619 87,186

売上原価 66,884 77,432

売上総利益 7,734 9,754

販売費及び一般管理費
※１ 5,666 ※１ 6,093

営業利益 2,068 3,660

営業外収益

受取利息 37 29

受取配当金 40 31

為替差益 43 477

その他 164 154

営業外収益合計 286 694

営業外費用

支払利息 191 234

その他 21 15

営業外費用合計 213 249

経常利益 2,141 4,104

特別利益

固定資産売却益 0 12

投資有価証券売却益 － 453

受取保険金 － 227

特別利益合計 0 693

特別損失

固定資産売却損 0 10

固定資産除却損 15 10

投資有価証券評価損 7 －

特別損失合計 22 21

税金等調整前四半期純利益 2,119 4,776

法人税、住民税及び事業税 945 1,048

法人税等調整額 △349 231

法人税等合計 595 1,279

少数株主損益調整前四半期純利益 1,524 3,496

少数株主利益 678 703

四半期純利益 845 2,793
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,524 3,496

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △514 99

為替換算調整勘定 321 2,668

持分法適用会社に対する持分相当額 5 119

その他の包括利益合計 △188 2,887

四半期包括利益 1,335 6,384

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 599 5,202

少数株主に係る四半期包括利益 736 1,181
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,119 4,776

減価償却費 2,985 3,412

のれん償却額 － 78

引当金の増減額（△は減少） 22 127

受取利息及び受取配当金 △77 △61

受取保険金 － △227

支払利息 191 234

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △1

有形固定資産除却損 15 10

投資有価証券売却損益（△は益） － △453

売上債権の増減額（△は増加） △3,962 △2,926

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,766 1,088

仕入債務の増減額（△は減少） 3,340 1,811

その他 △117 △115

小計 6,283 7,753

利息及び配当金の受取額 88 73

利息の支払額 △179 △226

保険金の受取額 － 227

法人税等の支払額 △1,377 △1,417

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,814 6,410

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,737 △7,516

有形固定資産の売却による収入 1,139 1,102

投資有価証券の取得による支出 △3 △40

投資有価証券の売却による収入 － 501

関係会社株式の取得による支出 △2,500 △109

その他 △81 △96

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,182 △6,159

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,210 △356

長期借入れによる収入 2,797 5,931

長期借入金の返済による支出 △2,581 △3,409

リース債務の返済による支出 △891 △809

自己株式の取得による支出 △0 △518

配当金の支払額 △342 △342

少数株主への配当金の支払額 △726 △325

少数株主からの払込みによる収入 175 －

その他 － 16

財務活動によるキャッシュ・フロー △358 185

現金及び現金同等物に係る換算差額 48 775

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,678 1,211

現金及び現金同等物の期首残高 2,615 2,642

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 937 ※１ 3,854
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

のれん償却額 －百万円 78百万円

運賃及び発送諸費 1,279百万円 1,028百万円

給料 1,562百万円 1,848百万円

賞与引当金繰入額 90百万円 83百万円

退職給付費用 76百万円 105百万円

減価償却費 263百万円 251百万円

　
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。
　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 937百万円 3,854百万円

現金及び現金同等物 937百万円 3,854百万円

　
　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 342 9.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
　
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 342 9.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

日本 北米 欧州 アジア 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 28,978 32,121 5,777 7,742 74,619 － 74,619

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,148 － － 762 6,911 △6,911 －

計 35,126 32,121 5,777 8,505 81,531 △6,911 74,619

セグメント利益又は損
失(△)

1,184 △1,003 633 1,452 2,266 △198 2,068

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△198百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　
（のれんの金額の重要な変動）

「欧州」セグメントにおいて、当社の連結子会社であります R-TEK Ltd.の株式を追加取得したことに

より、のれんを計上しております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間

においては、1,306百万円であります。

　
　
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

日本 北米 欧州 アジア 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 26,533 42,455 7,515 10,683 87,186 － 87,186

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

4,930 0 － 697 5,627 △5,627 －

計 31,463 42,455 7,515 11,380 92,814 △5,627 87,186

セグメント利益 400 388 775 2,252 3,816 △156 3,660

（注）１．セグメント利益の調整額△156百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 22円20銭 73円77銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 845 2,793

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 845 2,793

普通株式の期中平均株式数(株) 38,094,991 37,866,724

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円－銭 73円60銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) － 88,456

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

－ －

　

　
　 　

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   津 田 良 洋      印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   京 嶋 清兵衛      印

独立監査人の四半期レビュー報告書
　 　
　 　

　
　 平成25年11月５日

河西工業株式会社

取 締 役 会  御中

　

　 有限責任監査法人  トーマツ

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている河

西工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、河西工業株式会社及び連結子会社の平成25
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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